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伸び悩み，輸出依存度が低落し，輸出依存による経済成長が全く抑制され
ている。こうして1973年のオイル・ショック以降，輸出拡大に牽引され
て輸出主導型成長を遂げてきた日本産業・曰本経済は，円高や経済摩擦等
による輸出拡大の制約を主因にし，さらにバブル景気の後遺症も加わって
90年代平成大不況にﾛ申吟するに至っているのである。
ＥＵ産業も事Ｉ情はほぼ同様であった。
上のそれらと裏はら関係で利益をえたのは，いうまでもなくアメリカ産
業であった。１ドル＝239円（85年平均）から１ドル＝９４円（９５年平均）
というきよくたんなドル安（ドルの実効レートでは同じく１４３から８４へ
低下）や対米輸出規制等保護「壁」設定，301条項をテコとする外国の市
場開放強制と輸入数値目標の設定，知的所有権保護の法的手段，ＮＡＦＴＡ
の設立などの一方的に有利な諸条件が与えられた以上，アメリカの産業競
争力が回復しない方がおかしいといえよう。じじつ８０年代後半からアメ
リカの輸出と輸出依存度が大幅に上昇し（表１参照)，９０年代初頭からア
メリカ産業による国内市場シェアの回復と世界輸出シェアの増大が顕著に
みられるようになっている。そうした競争相手の日欧産業競争力の削ぎ落
しとその封じ込め，アメリカ産業の輸出拡大・輸入抑制の利益を前提にし
て，アメリカ国内でコンピューター等情報関連設備投資が盛り上がり，反
労組。親資本の政策的支援もあって「リーン生産方式」等の新規導入が試
みられる関係があり，しかも同国企業のリストラ・ダウンサイジング・ア
ウトソーシング等の徹底的断行~そのさいアメリカの敵対的労使関係が，
逆にそれらの合理化実施を容易にする側面があった－による生産合理化
効果も加わって，労働側の一方的な犠牲負担のうえで，企業利潤率の上昇・
株価騰貴が実現し，９０年代アメリカの「ニューエコノミー」的好況が現
出しているのである。
以上みたように８０年代後半以降におけるアメリカの攻撃的通商・通貨
政策，知的財産権保護のための法的措置等手段により，最大の圧迫要因で
あった日本産業の国際競争力が削減．封じ込められたこと，それが第一義
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的要因になり，その枠組みのなかで日本技術の移植や'情報技術革新，リス
トラ実施等が一定の効果をもち，アメリカの産業競争力回復が実現したと
みることができるのである(8)。
本書のように，「製造業の競争力は……製品と製法の革新力」すなわち
製造工程の効率に「よって左右される」（xi頁）として，外国為替関係や
国家通商政策・知的財産権保護等産業政策などの意義を，「産業の競争力」
とは無関係とみて捨象してしまっては，たとえば品質やコスト・労働生産
'性でなお優位に立っている日本の自動車産業がなぜ業績不振・生産減退に
あえぎ，逆に「リーン生産方式……の普及が遅れ｣，生産効率が相対的に
劣りかつ「品質管理の面で……成果があがっていない」（239,320頁）と
みられているアメリカ自動車産業が生産増加し業績好調であるのかが分ら
なくなるであろう(9)。また半導体，コンピューター部門についても，たん
に「高度に知識集約的製品分野」で「製造コストの比重が低い……生産シ
ステムへの依存度は低い」（xii頁）からではなくて，むしろアメリカ企業
が知的財産権を盾に成長分野であるＭＰＵ生産をほとんど独占し，外国の
模倣や類似品の生産を法的に排除しえた（185-86頁参照）とか，日本語
のような言語的壁がなかったとかの重大な諸要因があったから，１９９３年
に半導体生産の日米再逆転が起り，アメリカ・コンピューターメーカーの
対日相対的優位性が維持されえたのに違いないのである。「もちろん，優
位性の基礎部分としての技術力の重要性は当然なのだが，それだけではな」
〈，「ソフト，知的財産権，政治といった要因が，ますます大きな競争力
の源泉になってきている」(10)とみるのが妥当であろう。
そもそも，1970～80年代におけるアメリカ工業力衰退の主要因を，本
書のように国内的な「フォード・システムの……欠陥｣，「規格品大量生産
システム」の「陳腐化」条件（９，１２頁）に求めるのには疑問がある。７０
年代初頭以降のＩＭＦ固定レート制の崩壊＝フロート制化，石油価格高騰
等の国際環境のなかで，アメリカの外部に，日本のＭＥ化生産力が形成
され－80年代前半期にはレーガノミックスのドル高・円安の追い風を
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うけて，曰本の同生産力はさらに強化・加速されている－，アメリカ産
業は国内外市場で強く圧迫・圧倒されて衰退した。そのためアメリカ企業
は低賃金途上諸国向け対外直接投資の増加＝多国籍企業化で対応したから，
アメリカ国内産業・国内経済の「空洞化」がより促進された。そのような
従来の量産型重化学工業生産力水準を上回るＭＥ化生産力の形成，それ
を基礎にして台頭した日本産業とアメリカ産業の直接的な対抗，アメリカ
金融資本による海外直接投資と海外部品調達購入増加対応などといった国
際経済的諸関係に主に規定されて，７０～80年代前半期におけるアメリカ
産業の競争力低下と衰退現象が生じたのであった(u)。さればこそ優越した
日本産業の競争力削減・封じ込めの奏功によって，９０年代にアメリカ産
業の競争力回復条件が与えられたのであった。もっとも曰本のＭＥ化生
産力を上回る新しい生産力水準が形成されえたわけではないのであるから，
アメリカ産業は本質的には，競争力を十分に回復していないということも
できよう。
本書の立論の基礎には，フランス「レギュラシオン理論」やアメリカ・
ラディカル派の「社会的蓄積構造アプローチ論」と同様な一国資本主義論
にきよく蹟した視点('2)があり，それゆえそこではアメリカの国内的条件す
なわちアメリカ国内産業の生産工程ととくに国内労使関係を重視する結果
になってしまっているのである。アメリカ産業の国際競争力問題について
は，アメリカ国内における作業組織の変更や経営・生産管理，労使関係等
の要因もそれなりに重要ではあるが，むしろ曰欧産業とアメリカ産業との
対抗や国際的生産力配置，新興工業国の台頭，日米経済摩擦，外国為替関
係，各国通商政策，ＷＴＯ設立等といった具体的な世界経済諸関係がより
重視されるべきであろう。鋭敏で有能な著者たちがもとより承知のはずで
ある「資本主義は世界資本主義である」－ウォーラステインや岩田弘氏
のような世界システム論や世界市場資本主議論の意味ではない－の含意
が，とくに再考されてしかるべきではないかと思う('3)。
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《注》
（１）Ｍ､Muggeridge，都留信夫他訳『イギリスの30年代｣,ありえす書房，
1977年，１５頁。
（２）古典的帝国主義と異なる戦後アメリカの現代資本主義体制の内実について
は，拙著『アメリカ経済論』，ミネルヴァ書房，1972年，拙稿「アメリカ資
本主義と資本主義世界」（降旗編『世界経済の読み方』，御茶の水書房，１９９７
年）などを参照されたい。
（３）「リーン生産システムは，変化に対する柔軟性，効率性，技術革新との親
和性，労働の人間化の四点からみて，フォード・システムよりはるかに秀逸
な生産システムであり，企業が市場で競争力をえて生き残るには，この生産
システムを導入」する以外にはないとして，ＭＩＴグループのウォーマック
等は「『リーン生産を普及させる会」のようなコンサルタント会社を作って，
精力的に活動をして……いる」（同，３１９頁)。
（４）見込み．まとめ生産で，「作り溜め生産」方法である「フォード式」と，
「必要な部品を，必要なときに，必要な量だけ」作り，かつ品質の工程内作
り込みも行われる「トヨタ式」との特徴・優劣比較は，大野耐一『トヨタ生
産方式｣，ダイヤモンド社，1978年，門田安弘『新トヨタシステム』，講談
社，1991年，野村正実『トヨティズム』，ミネルヴァ書房，1993年など参照。
（５）米欧の「組合は，管轄権をもつ職務の範囲で……商品としての労働力を有
利な条件で売る」立場を堅持している。それゆえ「同じ工場のなかでも，特
定の組合に所属する仕事を他の組合の組合員が手伝うことも許され」ず，
「電気工が手が空いていても，鉛管の修理を行うことは許されない……工場
の配電盤のヒューズがとんで停電し，機械が止まったとしても……電気工が
くるまで機械が止まったままで待たなくてはならない｣。これにたいして日
本における「企業別組合は……職場管理基準をめぐる争議や組合間の管轄争
いから生ずる争議……などがほとんど発生しないのである」（占部都美，同，
226,246頁)。労組の職場統制力ないし職務規制組合主義についてくわしく
は，本書，82-88頁，とくに占部都美，同，第９章が分かり易く参考になる。
（６）ＣＡＬＳ（生産・調達・運用支援等を統合したコンピューター・ネットワー
ク・システム）については石黒憲彦・奥田耕司『ＣＡＬＳ米国情報ネットワー
クの脅威』，日刊工業新聞社，1995年，根津和雄『ＣＡＬＳでめざす米国製造
業躍進のシナリオ』，工業調査会，1995年など参照。
（７）くわしくは拙稿「現代アメリカの経済政策と産業空洞化（Ⅳ)」（『筑波大
経済学論集第37号』，1997年)，「アメリカ経済政策の転換」（『筑波女子大
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学紀要第３集』，1999年）を参照されたい。
（８）たとえばＭＩＴ教授のＲレスターは，「製造業全体としては米国の競争力
向上の半分から三分の二はドル安による……生産性回復の半分は雇用削減に
よる……情報技術革新による生産性向上効果はまだ初期段階にとどまって」
いると指摘している（曰経新聞社編『よみがえる製造業』，日経新聞社，
1994年，195頁より)。
（９）1993年時点における日米自動車産業の労働生産性比較では，日本工場の
平均16.2時間にたいしてアメリカエ場が平均22.9時間（組立工程での－台
の車を生産するのに要する時間）であり，なお日本がアメリカを約３割方上
回っている。だが，ドル・円為替レートを勘案すると，「1992年時点で，為
替レート130円を基準に……ビッグスリーと日本５社の小型車の製造コスト
比較」をすれば「日本の優位性はわずか123ドル」であり，９５年時点の「９０
円台の為替レートでは，日本からの輸出小型車がコスト優位性を失っている」
とみられている（藤本隆宏・武石彰『自動車産業２１世紀へのシナリオ』，生
産性出版，1994年，32-34頁)。
(10）伊丹敬之『日本産業三つの波』，ＮＴＴ出版，1998年，326頁。
(11）くわしくは拙稿「現代アメリカの経済政策と産業空洞化（Ⅱ）（Ⅲ)」（『筑
波大経済学論集第34，第35号』，1995,1996年）を参照されたい。
(12）「レギュラシオン理論」の難点については，拙稿「現代資本主義と資本主
義の「世界性｣」（『筑波大経済学論集第30号』，1993年)，38-47頁を参照さ
れたい。
(13）さいごに，第１０章「情報革命｣，第１１章「規制緩和」はそれぞれ好論文
で稗益するところも多いが，本筋からはずれているようなので，論評の対象
外にした。了とされたい。
